
 【２０２０年４月１日改訂】 

 

 

施工体制台帳等の 

作成マニュアル 
 

 

 
 

 

 

熊  本  県 
 



 

 

 

 １ 施工体制台帳等の作成の目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

２ 施工体制台帳等を作成しなければならない工事 ・・・・・・・・・・ ２～３ 

 

３ 施工体制台帳の作成範囲 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

 

４ 施工体制台帳等の作成に係る関係者への周知 ・・・・・・・・・・・・・ ４ 

 

５ 再下請負通知 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

 

６ 施工体制台帳の構成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

 

７ 熊本県発注の建設工事における取扱い ・・・・・・・・・・・・・・ ７～９ 

 

 

（記載例１）施工体制台帳（元請負人に関する事項） ・・・・・・・・・・ １０ 

 

（記載例２）施工体制台帳（下請負人に関する事項） ・・・・・・・・・・ １１ 

 

（記載例３）施工体系図 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 

 

（記載例４）下請確認票 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

 

（記載例５）元請・下請関係内容表 ・・・・・・・・・・・・・・・ １４～１５ 

 

（作成例）再下請負通知書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６～１７ 

 

（参考１）関係法令 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 

 

（参考２）建設工事の種類及び例示 ・・・・・・・・・・・・・・・ １９～２０ 

 

（参考３）建設業法における技術者制度 ・・・・・・・・・・・・・ ２１～２４ 

 

（参考４）請負契約書に記載すべき内容 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

 

（参考５）不正行為等に対する監督処分 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 

 

（参考６）公共工事の発注者 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 

 

 

 

＜目次＞ 



 

 
 
 
 

建設工事の施工は、一般的に、それぞれ独立した各種専門工事の総合的な組み合わせにより

成り立っているため、建設業は他産業に類を見ないほど多様化し、かつ、重層化した下請構造

を有しています。 

このような特色を有する建設業において建設工事の適正な施工を確保するためには、発注

者から直接建設工事を請け負った建設業者は、直接の契約関係にある下請業者のみならず、当

該工事の施工に当たる全ての建設業を営む者を監督しつつ工事全体の施工を管理することが

必要です。 

このため、「建設業法」及び「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」によ

り、発注者から直接建設工事を請け負った建設業者が一定の下請契約を行う場合は、「施工体

制台帳」や「施工体系図」の作成等を義務付けられており、当該建設業者は施工体制台帳等

の作成を通じ施工体制の的確な把握を行うことによって、建設工事の適正な施工に努めなけ

ればなりません。 

また、公共工事においては、その発注者は、施工技術者の設置の状況その他の工事現場の施

工体制を適正なものとするため、当該工事現場の施工体制が施工体制台帳の記載に合致してい

るかどうかの点検その他の必要な措置を講じなければならないこととされており、熊本県発注

の建設工事においては、施工体制台帳や施工体系図の他に、「下請確認票」等の作成・提出を

求めるなど、施工管理のより一層の徹底に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※関係法令については、１８ページを参照。 

１ 施工体制台帳等の作成の目的 

① 品質・工程・安全などの施工上のトラブルの発生 

② 不良不適格業者の参入や建設業法違反        防止 

③ 安易な重層下請による生産効率低下 




